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1 　数値の単位未満の端数は、原則として四捨五入した。

2 　合計額の差異は、端数処理によるものである。

3 　比率（％）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。したがって、構成比率（％）は、

合計が100.0とならない場合がある。

4 　符合等の用法は、次のとおりである。

「0.0」 ・・・・・・・・該当数値はあるが単位未満のもの

「 － 」・・・・・・・・該当数値なし

「△」 ・・・・・・・・マイナス

凡　　　　　　例



第1　審査の対象

　　1　平成30年度埼玉東部消防組合一般会計歳入歳出決算

　　2　附属書類

（1）平成30年度埼玉東部消防組合一般会計歳入歳出決算事項別明細書

（2）平成30年度埼玉東部消防組合一般会計実質収支に関する調書

（3）平成30年度埼玉東部消防組合財産に関する調書

第2　審査の期日

　　 令和元年8月21日

第3　審査の方法

　　 平成30年度一般会計決算書及び証拠書類その他政令で定める書類等に基づき、その計数の正否や予算執行状況の適否を現金出納検査及び

　 定期監査の結果等を参考として審査を行った。

　　 また、審査の過程において関係職員の出席を求め、説明を受けるとともに、質疑を行った。

第4　審査の結果

　　 審査に付された一般会計決算書及び同附属書類並びに関係諸帳簿等を照合した結果、いずれも関係法令に準拠して調製されており、計数

　 は正確で、予算執行は適正になされているものと認められた。

平成30年度埼玉東部消防組合一般会計決算審査意見
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第5　決算の概要

（1）　総　括

　　 ア　決算総括

　　 　平成30年度一般会計の決算状況は次のとおりである。

（単位：円）

　　 　平成30年度一般会計の歳入決算額は6,520,143,385円で、前年度に比べて39,614,290円（0.6％）増加し、歳出決算額は、

     6,341,269,787円で、前年度に比べて33,271,386円（0.5％）の減少である。

一 般 会 計 6,520,143,385 6,341,269,787 178,873,598

区　分　 歳 入 決 算 額
(A)

歳 出 決 算 額
(B)

形  式  収  支
(C)＝(A)－(B)

翌年度に繰り
越すべき財源

(D)

実  質  収  支
(C)－(D)

実質収支額のうち
地方自治法第233
条の2の規定によ
る 基 金 繰 入 額

　会　計

0 178,873,598 133,096,669
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　 イ　財政収支状況

　　 財政収支状況については、次のとおりである。

（単位：円）

　　 平成30年度決算上における歳入歳出決算額の差額である形式収支及び形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は、前年

　 度に引き続き黒字となっている。

形 式 収 支 （ A － B ） C 178,873,598 105,987,922 72,885,676

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 D 0 0 0

歳 入 決 算 額 A 6,520,143,385 6,480,529,095 39,614,290

歳 出 決 算 額 B 6,341,269,787 6,374,541,173 △ 33,271,386

年　　度
平成30年度

(A)
平成29年度

(B)
差引額
(A)－(B)

区　　分

積 立 金 取 崩 し 額 I 114,436,000 0 114,436,000

実 質 単 年 度 収 支 J
（ F ＋ G ＋ H － I ）

△ 11,389,507 △ 29,273,375 17,883,868

積 立 金 積 立 額 G 30,160,817 15,423,449 14,737,368

繰 上 償 還 額 H 0 0 0

実 質 収 支 （ C － D ） E 178,873,598 105,987,922 72,885,676

単 年 度 収 支 F 72,885,676 △ 44,696,824 117,582,500

経 常 収 支 比 率 ( ％ )K 93.1 94.2 △ 1.1
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（2）　歳　入

     ア　歳入の状況

　　　 決算状況を前年度と比較すると次のとおりである。

（単位：円）

　　　 歳入については、予算現額の6,518,866,000円に対し、収入済額は6,520,143,385円であり、予算現額及び調定額に対する収入率はとも

　　 に100.0％となっている。

 　　  前年度と比較し、予算現額は39,165,000円増、調定額、収入済額についても、ともに39,614,290円の増額となっている。

収入率（％）

対予算額
(C)/(A)

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 6,518,866,000 6,520,143,385 6,520,143,385 0 0 100.0

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

不納欠損額
(D)

収入未済額
(E)

差 引 額 39,165,000 39,614,290 39,614,290 0 0

100.0

平 成 29 年 度 6,479,701,000 6,480,529,095 6,480,529,095 0 0 100.0 100.0

- -

4



     イ　財源別歳入決算状況

　　　 財源別決算状況については、次のとおりである。

（単位：円）

区　分　

　款　別

　　分担金及び負担金、使用料及び手数料など、組合が自主的に収入を確保することができる自主財源は、6,463,618,385円であり、前年度に

　比べ23,145,290円の増となり、歳入全体の99.1％を占めている。

　　国や県の意思決定に基づく依存財源は、56,525,000円であり、前年度に比べ16,469,000円の増となり、歳入全体の0.9％を占めている。

　　自主財源が多いほど、行政活動の自主性と安定性を確保できるとされているが、当組合における分担金及び負担金は、組合市町からの負

　担金であり、組合規約により単独経費等の負担金についてはその使途が定められているため、依存財源的な性質を持っている。

114,436,000繰　　　入　　　金

財　 源

平成30年度 平成29年度 前年度比較

増減率（％）
(C)/(B)

自主財源

分担金及び負担金 6,267,977,000 96.1 6,335,373,000 97.8 △ 67,396,000 △ 1.1

決算額
(A)

構成比
（％）

決算額
(B)

構成比
（％）

増減額
(C)＝(A)－(B)

△ 31.3

諸 収 入 15,438,955 0.2 15,995,546 0.2 △ 556,591 △ 3.5

繰      越      金 49,208,786 0.7 71,616,635 1.1 △ 22,407,849

1.6

財 産 収 入

小 計 6,463,618,385 99.1 6,440,473,095 99.4 23,145,290

10,847,530 0.2 11,867,664 0.2 △ 1,020,134 △ 8.6

使用料及び手数料 5,710,114 0.1 5,620,250 0.1 89,864

－ － － － － －

0.4

0.0114,436,000－－1.8

41.1

合　　　　　　計 6,520,143,385 100.0 6,480,529,095 100.0 39,614,290 0.6

小 計 56,525,000 0.9 40,056,000 0.6 16,469,000

依存財源

国 庫 支 出 金 56,525,000 0.9 40,056,000 0.6 16,469,000 41.1

組 合 債
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 1款　分担金及び負担金

（単位：円）

　歳入全体収入済額の96.1％を占める分担金及び負担金は6,267,977,000円で、予算現額及び調定額に対する収入率は100.0％であり、収入済

額は、前年度に比べて67,396,000円の減額である。

　内容は、埼玉東部消防組合規約別表に基づき、消防広域化前の消防本部における平成21年度から23年度までの消防費決算額の平均である共

通経費と、消防組合を構成する市・町の実情により各々負担する単独経費及び特別負担金で構成され、それぞれの市町が負担したものである。

　なお、広域化6年目となる平成30年度は組合規約に基づき共通経費が1.0%の減（平成29年度比）となっている。

　組合市町別、負担金区分別における前年度との比較については、次表のとおりである。

（ア）共通経費 （単位：円）

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

96.1

平 成 29 年 度 6,335,373,000 6,335,373,000 6,335,373,000 0 100.0 100.0 97.8

対予算
(C)/(A)

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 6,267,977,000 6,267,977,000 6,267,977,000 0 100.0 100.0

負担割合
（％）

増減額
(C)=(A)-(B)

増減率（％）
(C)/(B)

平成30年度 平成29年度

加 須 市 1,322,761,000 22.5243590 1,336,122,000 22.5243590

－ －

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分

 市町

平成30年度 (A) 平成29年度 (B) 前年度比 歳入構成比（％）

負担金額
負担割合
（％）

負担金額

差 引 額 △ 67,396,000 △ 67,396,000 △ 67,396,000 0 －

△ 1.0 30.5 31.0

幸 手 市 805,435,000 13.7151886 813,571,000 13.7151886 △ 8,136,000 △ 1.0

△ 13,361,000 △ 1.0 20.3 20.6

久 喜 市 1,991,383,000 33.9098548 2,011,498,000 33.9098548 △ 20,115,000

8.9

宮 代 町 449,448,000 7.6533346 453,988,000 7.6533346 △ 4,540,000 △ 1.0 6.9 7.0

12.4 12.6

白 岡 市 572,765,000 9.7532021 578,550,000 9.7532021 △ 5,785,000 △ 1.0 8.8

90.1 91.5

△ 1.0 11.2 11.4

合 計 5,872,579,000 100.0 5,931,898,000 100.0 △ 59,319,000 △ 1.0

杉 戸 町 730,787,000 12.4440609 738,169,000 12.4440609 △ 7,382,000
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（イ）単独経費 （単位：円）

（ウ）特別負担金 （単位：円）

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分

 市町

平成30年度 (A) 平成29年度 (B) 前年度比 歳入構成比（％）

負担金額
割合
（％）

負担金額

3,294,000 9.6 0.6 0.5

久 喜 市 19,904,000 31.0 12,402,000 24.0 7,502,000

割合
（％）

増減額
(C)=(A)-(B)

増減率（％）
(C)/(B)

平成30年度 平成29年度

加 須 市 37,603,000 58.7 34,309,000 66.4

0.0 0.0

白 岡 市 1,564,000 2.4 1,036,000 2.0 528,000 51.0 0.0

60.5 0.3 0.2

幸 手 市 2,692,000 4.2 2,039,000 3.9 653,000 32.0

3.9 0.0 0.0

合 計 64,104,000 100.0 51,635,000 100.0 12,469,000 24.1

杉 戸 町 1,095,000 1.7 1,054,000 2.0 41,000

0.0

宮 代 町 1,246,000 1.9 795,000 1.5 451,000 56.7 0.0 0.0

加 須 市 66,224,000 20.0 67,038,000 19.1 △ 814,000 △ 1.2 1.0 1.0

割合
（％）

増減額
(C)=(A)-(B)

増減率（％）
(C)/(B)

平成30年度 平成29年度

1.0 0.8

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分

 市町

平成30年度 (A) 平成29年度 (B) 前年度比 歳入構成比（％）

負担金額
割合
（％）

負担金額

1.9

幸 手 市 33,324,000 10.1 33,419,000 9.5 △ 95,000 △ 0.3

久 喜 市 101,229,000 30.6 120,248,000 34.2 △ 19,019,000 △ 15.8 1.6

△ 3,366,000 △ 13.7 0.3 0.4

3.7 1.2 1.2

宮 代 町 21,290,000 6.4 24,656,000 7.0

0.5 0.5

白 岡 市 78,992,000 23.8 76,157,000 21.6 2,835,000

△ 20,546,000 △ 5.8 5.1 5.4

△ 0.3 0.5 0.5

合 計 331,294,000 100.0 351,840,000 100.0

杉 戸 町 30,235,000 9.1 30,322,000 8.6 △ 87,000
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 2款　使用料及び手数料

（単位：円）

　2款使用料及び手数料の収入済額は、5,710,114円であり、予算現額に対する収入率は107.0％であった。

　内容は、埼玉東部消防組合行政財産の使用料に関する条例及び埼玉東部消防組合手数料条例に基づいて徴収するもので、消防使用料が

197,914円、消防手数料が5,512,200円となっており、前年度と比較し、89,864円増加している。

　これは主に、消防手数料について、危険物製造所等の許可・承認が多かったことによるものである。

 3款　国庫支出金

（単位：円）

　3款国庫支出金の収入済額は、56,525,000円であり、予算現額に対する収入率は100.0％であった。

　内容は、災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車1台（久喜）、災害対応特殊消防ポンプ自動車1台（東）の合計2台について、緊急消防援助

隊設備整備費補助金の交付を受けたものであり、前年度と比較し、16,469,000円増加している。

　当該補助金の交付を受けた車両は、緊急消防援助隊車両として登録され、大規模災害発生時に被災地へ出動することになる。

0.1

平 成 29 年 度 5,933,000 5,620,250 5,620,250 △ 312,750 94.7 100.0 0.1

歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 5,338,000 5,710,114 5,710,114 372,114 107.0 100.0

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％）

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 56,525,000 56,525,000 56,525,000 0 100.0 100.0

－ －

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

差 引 額 △ 595,000 89,864 89,864 59,364 －

－ －差 引 額 16,467,000 16,469,000 16,469,000 △ 2,000 －

0.9

平 成 29 年 度 40,058,000 40,056,000 40,056,000 △ 2,000 100.0 100.0 0.6
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 4款　財産収入

（単位：円）

　4款財産収入の収入済額は、10,847,530円であり、予算現額に対する収入率は103.6％であった。

　内容は、各消防署所に設置している自動販売機に係る貸付収入が9,599,713円、財政調整基金利子が57,817円、廃車車両売払い代金

1,190,000円となっており、前年度と比較し財産貸付収入が1,608,502円減少している。

　なお、加須消防署に設置している自動販売機に係る貸付収入は、加須市の特別負担金を主とした加須消防署庁舎維持管理事業に、篠津分署

に係る貸付収入は、白岡市の特別負担金による篠津分署業務管理事業にそれぞれ充当している。

 5款　繰入金

（単位：円）

　5款繰入金の収入済額は、11,436,000円であり、予算現額に対する収入率は100.0％であった。

　内容は、災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車1台（久喜）購入に係る財政調整基金からの繰入である。

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

0.2

平 成 29 年 度 11,225,000 11,867,664 11,867,664 642,664 105.7 100.0 0.2

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 10,469,000 10,847,530 10,847,530 378,530 103.6 100.0

－ －差 引 額 △ 756,000 △ 1,020,134 △ 1,020,134 △ 264,134 －

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

－ － － －

差 引 額 11,436,000 11,436,000 11,436,000 0 － － －

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 11,436,000 11,436,000 11,436,000 0 100.0 100.0 1.8

平 成 29 年 度 － － －
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 6款　繰越金

（単位：円）

　6款繰越金の収入済額は、49,208,786円であり、予算現額に対する収入率は100.0％であった。

　内容は、前年度における決算剰余金、共通経費10,000,000円、単独経費及び特別負担金39,208,786円の繰越である。

　なお、単独経費及び特別負担金の決算剰余金は組合市町へ1円単位で償還している。

 7款　諸収入

（単位：円）

　7款諸収入の収入済額は、15,438,955円であり、予算現額に対する収入率は103.5％であった。

　内容は、組合預金利子や救急業務受託事業収入（東北自動車道救急業務支弁金）及び雑入（団体保険事務取扱手数料、駐車場協力金等）で

ある。

　このうち、太陽光発電余剰電力売却金89,670円は、篠津分署に設置された太陽光発電設備によるものであるため、白岡市の特別負担金事業

である篠津分署業務管理事業に充当している。

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 49,206,000 49,208,786 49,208,786 2,786 100.0 100.0

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

－ －

年　　度
予算現額

(A)
調定額
(B)

収入済額
(C)

予算現額に
対する増減
(C) - (A)

収入率（％） 歳  入
構成比
（％）

対予算
(C)/(A)

差 引 額 △ 22,411,000 △ 22,407,849 △ 22,407,849 △ 3,151 －

0.7

平 成 29 年 度 71,617,000 71,616,635 71,616,635 △ 365 100.0 100.0 1.1

0.2

平 成 29 年 度 15,495,000 15,995,546 15,995,546 500,546 103.2 100.0 0.2

対調定
(C)/(B)

平 成 30 年 度 14,915,000 15,438,955 15,438,955 523,955 103.5 100.0

－ －差 引 額 △ 580,000 △ 556,591 △ 556,591 23,409 －
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（3）　歳　出

　　 ア　歳出の状況

　　 　　決算状況を前年度と比較すると次のとおりである。

（単位：円）

　　 　　歳出決算額は6,341,269,787円で、予算現額6,518,866,000円に対し、執行率は97.3％で、前年度の執行率98.4％に対し、1.1ポイン

　　　 ト下回っている。

　　 イ　款別歳出決算状況

　　 　　款別歳出決算状況は、次のとおりである。

（単位：円）

1

2

3

4

5

6

　　 　　消防費決算額は、6,095,404,577円であり、全体の96.1％を占めている。

平 成 29 年 度 6,479,701,000 6,374,541,173 0 105,159,827 98.4

平 成 30 年 度 6,518,866,000 6,341,269,787 0 177,596,213 97.3

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

款
予算現額

(A)
支出済額

(B)
構成比率

(％)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

差 引 額 39,165,000 △ 33,271,386 0 72,436,386 －

85.9 

消 防 費 6,263,721,000 6,095,404,577 96.1 0 168,316,423 97.3 

総 務 費 1,612,000 1,384,718 0.0 0 227,282 

議 会 費 2,382,000 2,083,164 0.0 0 298,836 87.5 

0.0 

合　　　　計 6,518,866,000 6,341,269,787 100.0 0 177,596,213 －

予 備 費 8,741,000 0 0.0 0 8,741,000 

100.0 

諸 支 出 金 30,169,000 30,160,817 0.5 0 8,183 100.0 

公 債 費 212,241,000 212,236,511 3.4 0 4,489 
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 　　ウ　性質別歳出決算状況

　　 　　性質別歳出決算状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

　

　　 　　義務的経費決算額は、5,496,456千円、86.7％を占めており、前年度と比較すると1.3ポイントの減少となっている。

増減率（％）
(C)/(B)

 義務的経費 5,496,456 86.7 5,608,372 88.0 △ 111,916 △ 2.0

区　　分

平成30年度 平成29年度 前年度比

決算額
(A)

構成比率（％）
決算額
(B)

構成比率（％）
増減額

(C)=(A)-(B)

△ 6.9

 投資的経費 365,533 5.8 275,591 4.3 89,942 32.6

公 債 費 212,236 3.4 227,925 3.6 △ 15,689

△ 1.8

扶 助 費 53,525 0.8 53,590 0.8 △ 65 △ 0.1

人 件 費 5,230,695 82.5 5,326,857 83.6 △ 96,162

△ 25.7

積 立 金 30,161 0.5 15,424 0.2 14,737 95.5

補 助 費 等 71,307 1.1 95,946 1.5 △ 24,639

△ 2.3

物 件 費 369,836 5.8 372,489 5.9 △ 2,653 △ 0.7

 その他の経費 479,281 7.5 490,579 7.7 △ 11,298

18.7

合　　計 6,341,270 100.0 6,374,542 100.0 △ 33,272 △ 0.5

維 持 補 修 費 7,977 0.1 6,720 0.1 1,257

12



 1款　議会費 （単位：円）

　1款議会費の支出済額は、2,083,164円であり、予算現額に対する執行率は87.5％であった。

　不用額は、298,836円であり、前年度と比較して20,556円減少した。

　主な内容は、消防組合議会の議員報酬が895,665円、組合議会会議録作成業務委託料が507,750円であった。

 2款　総務費 （単位：円）

　2款総務費の支出済額は、1,384,718円であり、予算現額に対する執行率は85.9％であった。

　不用額は、227,282円であり、前年度と比較して14,590円増加した。

　主な内容は、一般管理業務費の正副管理者・産業医などに対する報酬1,124,350円である。

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

－差 引 額 98,000 118,556 0 △ 20,556 －

0.0

平 成 29 年 度 2,284,000 1,964,608 0 319,392 86.0 0.0

平 成 30 年 度 2,382,000 2,083,164 0 298,836 87.5

0.0

差 引 額 △ 205,000 △ 219,590 0 14,590 － －

平 成 29 年 度 1,817,000 1,604,308 0 212,692 88.3

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 1,612,000 1,384,718 0 227,282 85.9 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)
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 3款　消防費 （単位：円）

　3款消防費の支出済額は、6,095,404,577円であり、予算現額に対する執行率は97.3％であった。

　不用額は、168,316,423円であり、前年度と比較して74,216,005円増加した。

　なお、詳細は次のとおりである。

 3款消防費　1項消防費　1目常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項1目常備消防費の支出済額は、5,745,222,440円であり、予算現額に対する執行率は97.3％であった。

  主な内容は、職員給与費4,813,094,900円及び総合事務組合負担金428,912,005円で、歳出決算額の82.7％を占めているほか、職員へ貸与す

る制服や活動服等の被服費51,558,192円、庁舎光熱水費36,071,677円、消防車両等の燃料費26,583,070円、高機能消防指令センター保守管理

業務委託料52,253,640円であった。

　なお、1目常備消防費のうち、白岡市の特別負担金による篠津分署職員給与費及び篠津分署業務管理事業、共通経費と加須市の特別負担金

による加須消防署庁舎維持管理事業は、次のとおりであった。

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 6,263,721,000 6,095,404,577 0 168,316,423 97.3 96.1

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

96.1

差 引 額 41,997,000 △ 32,219,005 0 74,216,005 － －

平 成 29 年 度 6,221,724,000 6,127,623,582 0 94,100,418 98.5

97.3 90.6

平 成 29 年 度 5,949,706,000 5,859,373,110 0 90,332,890

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 5,905,731,000 5,745,222,440 0 160,508,560

－ －

98.5 91.9

差 引 額 △ 43,975,000 △ 114,150,670 0 70,175,670
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篠津分署関連経費（篠津分署職員給与費・篠津分署業務管理事業） （単位：円）

加須消防署関連経費（加須消防署庁舎維持管理事業） （単位：円）

歳　出
構成比
（％）

平成30年度

給   与　 費 48,912,000 47,739,102 0 1,172,898 97.6

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

0.8

44,378,573 0 1,300,427 97.2 0.7

0.1

合　　　　計 55,505,000 53,691,720 0 1,813,280 96.7

0.8

業務管理事業 6,593,000 5,952,618 0 640,382 90.3 0.1

差　引　額

給   与　 費 3,233,000 3,360,529 0 △ 127,529 －

合　　　　計 52,688,000 50,512,252 0 2,175,748 95.9 0.8

業務管理事業 7,009,000 6,133,679 0 875,321 87.5

－

平成29年度

給   与　 費 45,679,000

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

合　　　　計 2,817,000 3,179,468 0 △ 362,468 －

－

業務管理事業 △ 416,000 △ 181,061 0 △ 234,939 － －

－差 引 額 △ 1,791,000 △ 122,736 0 △ 1,668,264 －

0.2

平 成 29 年 度 16,606,000 12,594,489 0 4,011,511 75.8 0.2

平 成 30 年 度 14,815,000 12,471,753 0 2,343,247 84.2
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 3款消防費　1項消防費　2目常備消防施設費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項2目常備消防施設費の支出済額は、317,364,451円であり、予算現額に対する執行率は99.9％であった。

　主な内容は、消防自動車等整備事業252,066,031円及び消防庁舎改修事業65,298,420円である。

　消防自動車等整備事業では、災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車1台、災害対応特殊消防ポンプ自動車1台、指令車1台及び事務連絡車

1台を整備した。

　消防庁舎改修事業では、久喜消防署訓練塔等改修工事及び杉戸消防署受変電設備及び非常用発電機更新工事を実施した。

 3款消防費　1項消防費　3目加須非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項3目加須非常備消防費の支出済額は、11,484,318円であり、予算現額に対する執行率は82.4％であった。

　この科目は加須市の単独経費による事業であり、主な内容は、消防行政関係団体（加須市危険物防火安全協会・加須市女性防火クラブ）へ

の負担金及び補助金780,000円のほか、地上式防火水槽有蓋化などの工事請負費8,998,020円である。

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

－差 引 額 77,715,000 78,000,252 0 △ 285,252 －

5.0

平 成 29 年 度 239,844,000 239,364,199 0 479,801 99.8 3.8

平 成 30 年 度 317,559,000 317,364,451 0 194,549 99.9

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 13,930,000 11,484,318 0 2,445,682 82.4 0.2 

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

0.2 

差 引 額 △ 918,000 △ 2,430,617 0 1,512,617 － －

平 成 29 年 度 14,848,000 13,914,935 0 933,065 93.7 

16



 3款消防費　1項消防費　4目久喜非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項4目久喜非常備消防費の支出済額は、17,409,487円であり、予算現額に対する執行率は87.5％であった。

　この科目は久喜市の単独経費による事業であり、主な内容は、消防行政関係団体（婦人（女性）防火クラブ）への補助金820,000円、街角消

火器の維持管理335,023円、地上式防火水槽有蓋化などの工事請負費12,385,440円である。

 3款消防費　1項消防費　5目幸手非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項5目幸手非常備消防費の支出済額は、1,726,378円であり、予算現額に対する執行率は64.1％であった。

　この科目は幸手市の単独経費による事業であり、主な内容は、消防行政関係団体（幸手市危険物防火安全協会）への補助金80,000円、防火

水槽改修などの工事請負費1,036,800円である。

0.3

平 成 29 年 度 12,402,000 11,416,514 0 985,486 92.1 0.2

平 成 30 年 度 19,904,000 17,409,487 0 2,494,513 87.5

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

－差 引 額 7,502,000 5,992,973 0 1,509,027 －

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 2,692,000 1,726,378 0 965,622 64.1 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

0.0

差 引 額 653,000 73,802 0 579,198 － －

平 成 29 年 度 2,039,000 1,652,576 0 386,424 81.0

17



 3款消防費　1項消防費　6目白岡非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項6目白岡非常備消防費の支出済額は、1,021,635円であり、予算現額に対する執行率は65.3％であった。

　この科目は白岡市の単独経費による事業であり、主な内容は、消防行政関係団体（白岡市防火安全協会）への補助金77,000円、防火水槽改

修などの工事請負費760,320円である。

 3款消防費　1項消防費　7目宮代非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項7目宮代非常備消防費の支出済額は、649,170円であり、予算現額に対する執行率は52.1％であった。

　この科目は宮代町の単独経費による事業であり、主な内容は、消防行政関係団体（婦人（女性）防火クラブ）への補助金130,000円、防火水

槽改修工事などの工事請負費455,760円である。

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 1,564,000 1,021,635 0 542,365 65.3 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

0.0

差 引 額 528,000 138,046 0 389,954 － －

平 成 29 年 度 1,036,000 883,589 0 152,411 85.3

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 1,246,000 649,170 0 596,830 52.1 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

0.0

差 引 額 451,000 196,402 0 254,598 － －

平 成 29 年 度 795,000 452,768 0 342,232 57.0
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 3款消防費　1項消防費　8目杉戸非常備消防費 （単位：円）

　3款消防費のうち、1項8目杉戸非常備消防費の支出済額は、526,698円であり、予算現額に対する執行率は48.1％であった。

　この科目は杉戸町の単独経費による事業であり、主な内容は、防火水槽用地の借上料206,655円、防火水槽路面標示塗装工事298,080円であ

る。

 4款　公債費 （単位：円）

　4款公債費の支出済額は、212,236,511円であり、予算現額に対する執行率は100.0％であった。

  内容は、組合債の元利償還金であり、久喜市及び宮代町の特別負担金による旧久喜地区消防組合分21,532,155円、共通経費による常備分

23,293,059円、加須市の特別負担金による加須市分23,672,043円及び組合4市2町の特別負担金による高機能消防指令センター分143,739,254円

である。

執行率（％）
(B)/(A)

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 1,095,000 526,698 0 568,302 48.1 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)

0.0

差 引 額 41,000 △ 39,193 0 80,193 － －

平 成 29 年 度 1,054,000 565,891 0 488,109 53.7

3.6

差 引 額 △ 16,412,000 △ 15,688,715 0 △ 723,285 － －

平 成 29 年 度 228,653,000 227,925,226 0 727,774 99.7

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 212,241,000 212,236,511 0 4,489 100.0 3.4

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)
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公債費残高 （単位：円）

　高機能消防指令センター整備事業債については、平成26年3月27日付けで組合市町が締結した「高機能消防指令センター整備等に関する協定

書」に基づき、本組合債に係る元利償還金は、特別負担金として組合市町が負担する。

　また、旧久喜地区消防組合の組合債については、埼玉東部消防組合が継承しており、当該元利償還金は、完済するまで旧久喜地区消防組合

を構成していた久喜市と宮代町で負担することとなっている。

　なお、当組合発足後に借り入れた共通経費分の組合債については、平成30年度をもって償還が完了した。

 5款　諸支出金 （単位：円）

　5款諸支出金の支出済額は、30,160,817円であり、予算現額に対する執行率は100.0％であった。

　内容は、財政調整基金への積立金元金30,103,000円、利子57,817円である。

　なお、平成30年度末財政調整基金残高は、207,101,053円となっている。

　共通経費 23,272,000 △ 23,272,000 0

　単独経費 　加須市分 143,800,000 △ 23,426,000 120,374,000

区　　　　　　　分 平成29年度末残高 平成30年度中増減 平成30年度末残高

合　　　　　　　計 1,206,811,479 △ 209,306,002 997,505,477

　特別負担金 　高機能消防指令センター分 990,032,000 △ 141,634,000 848,398,000

　旧久喜地区消防組合分 49,707,479 △ 20,974,002 28,733,477

0.2

差 引 額 14,737,000 14,737,368 0 △ 368 － －

平 成 29 年 度 15,432,000 15,423,449 0 8,551 99.9

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 30,169,000 30,160,817 0 8,183 100.0 0.5

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)
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 6款　予備費 （単位：円）

　6款予備費の支出済額は、0円であり、不用額は8,741,000円であった。

　なお、久喜消防署訓練塔等改修工事における予期せぬ工事内容の変更に伴い、3款消防費の消防庁舎改修事業へ1,259,000円充用した。

差 引 額 △ 1,050,000 0 0 △ 1,050,000 － －

平 成 29 年 度 9,791,000 0 0 9,791,000 0.0

歳　出
構成比
（％）

平 成 30 年 度 8,741,000 0 0 8,741,000 0.0 0.0

年　　度
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度繰越額

(C)
不用額

(A)-(B)-(C)
執行率（％）

(B)/(A)

0.0
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2　実質収支に関する調書

　 実質収支に関する調書の記載事項は、適正に表示されているものと認められた。

3　財産に関する調書

（1）公有財産

　 　建物の当該年度末延床面積現在高は20,256.25㎡で、すべてが行政財産である。

 　　なお、前年度末残高からの変動はない。

（2）物品

 　　取得価格1件100万円以上の重要物品については、契約規則において定められた諸手続きの書類や備品台帳と照合調査したが、その結果、

   いずれも調書の記載内容に誤りが無いものと認められた。　　

　 　消防車両等については、前年度末に125台保有していたが、平成30年度に7台整備、6台処分等をしたことにより、当年度末時点で126台

　 となっている。

　 　通信機器については、前年度末からの増減はなく、当年度末時点で224基となっている。

（3）基金

　　 平成29年度末残高から27,496,047円減少したことによって、当年度末現在残高は207,101,053円となっている。
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第6　審査意見

　1　平成30年度埼玉東部消防組合一般会計の決算状況は、歳入総額6,520,143,385円、歳出総額6,341,269,787円であった。

　　 前年度と比べ、歳出が33,271,386円減少しているが、これは公債費の一部償還完了によるものや、加須市の公共施設再整備計画を継承し

　 て策定した「埼玉東部消防組合庁舎耐震補強・改修工事計画」の事業完了などによるものであり、予算執行状況としては適切であったと判

　 断する。

　2　消防組合の財政は、経常収支比率が93.1％と依然として高い状況であることに加え、老朽化が進む庁舎・施設の維持管理や消防車両の更

　 新、人事院勧告による給与改定や消費税率の引き上げなど財政支出の増加をもたらす様々な要因が認められ、財政運営はこれまで以上に厳

 　しさを増すことが見込まれる。

　 　この様な中、歳入の90.1％を占める組合市町からの負担金の共通経費分について、消防組合規約に基づき1％削減できたことは評価する

　 ところである。

　　 今後とも、質の高い消防サービスを将来にわたり安定して地域住民に提供できるよう、限られた予算の有効活用はもちろんのこと、広域

   化のメリットを最大限に活かしながら、効率的かつ効果的な組織体制や仕組みづくりに積極的に取り組むよう望むものである。

  3　平成30年度については、広域化前の消防本部から引き継いだ3台の40メートル級直進式はしご付消防ポンプ自動車のうち1台について、災

　 害現場の状況に応じたより効果的な活動が可能となるよう、30メートル級先端屈折式はしご付消防ポンプ自動車に更新できたことは消防力

　 の強化、住民サービスの向上に繋がるものであり、スケールメリットを生かした効率的な運営をしていると評価する。

　   その一方で、職員の新陳代謝による知識技術の継承、人口減少や高齢化の進展による消防活動の質変化への対応、巨大化、多様化、複雑

　 化する災害に適切に対応するための消防業務の高度化・専門化、消防庁舎等の老朽化による今後の消防需要を展望した施設整備が引き続き

　 の課題である。

　　 そのためには、消防資源を最大限に有効活用する工夫だけでなく、高度な消防設備・施設の整備、研修派遣などの人材育成への投資、適

　 切な人事ローテーションによる組織の活性化と併せた再任用制度の効果的な活用によって、さらなる消防体制の基盤強化に努めるのはもち

　 ろんのこと、消防力適正配置調査結果に基づく消防署所の合理化について引き続き検討を行ない、定員の適正化・施設の適正化に繋げてい

　 ただきたい。
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（単位：円）

款 目 事業名 節 予算現額 支出済額 不用額
執行率
（％）

理由

消防費 常備消防費 消防活動事業 需用費 51,685,000 45,301,892 6,383,108 87.65
　契約差額が生じたことや、人事異動による被服
費の支出が当初の見込みより少なかったため。

消防費 常備消防費
高機能消防指令センター
事業

需用費 23,549,000 559,846 22,989,154 2.38
　指令機器の修繕件数が見込より少なかったた
め。

消防費 常備消防費
加須消防署庁舎維持管理
事業

需用費 7,471,000 5,602,768 1,868,232 74.99
　節電に努めたことにより、電気代が抑制できた
ため。

消防費
加須非常備
消防費

水利施設維持管理事業
工事請負
費

11,035,000 8,998,020 2,036,980 81.54
　防火水槽有蓋化工事５基のうち、２基は蓋の再
利用により材料費が抑制できたため。

消防費
久喜非常備
消防費

水利施設維持管理事業
工事請負
費

14,248,000 12,385,440 1,862,560 86.93 　契約差額が生じたため。

第7　歳出決算の主な不用額調書（不用額100万円以上かつ執行率90%未満）
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